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阪神・淡路大震災から 10 年。何度、心ない言
葉を耳にしてきただろう。「焼け太りをつくるな」
「現金を渡せばパチンコですってしまう」「税金で
ボロ家を改築してやるのか」「壊れた家に金を出
せば、耐震化の意欲を削ぐ」─。霞が関で、
永田町で、学者たちの集う研究会で、被災者は幾
度も被告席に座らされてきた。被災を防げなかっ
たことが、さも罪悪であるかのように。支援を受
けることが、いかにも落ち度であるかのように。
首都直下地震や東海・東南海・南海地震の襲来が
現実味を帯びてきた今、「防災」の大合唱に比べ、
「被災者支援」や「被災地復興」の制度議論は、
あまりに影が薄い。国や地方自治体の財政事情が
一段と逼
ひっ
迫
ぱく
する現在、限られたパイの分配が「そ
こにある危機」に集中するのも無理からぬことか
もしれない。しかし、社会のほころびを局所的に
繕うのが防災とするならば、復興の要
よう
諦
てい
は、この
国のひずみにしっかりと目線を合わせるところに
ある。そのことをわれわれはまず認識するべきだ
ろう。
そもそも、わが国の災害法制度には「復旧」「復
興」についての明確な定義がない。災害救助法
（1947）は、災害発生直後の社会秩序を維持する
ためのベーシックな対応を定めているに過ぎず、
災害対策基本法（1961）は防災と公共施設の復旧
に主軸を置く。被災者や被災地域の再起にフォー
カスした体系的な支援システムはないに等しい。
個別法で復旧への財政的裏付けがある道路や橋梁
など公共施設を中心とした都市インフラと異な
り、被災者・被災地への支援は「急場しのぎの仮
復旧」と、その後に続く「自助努力」が原則だ。
自力再建できなければ、憲法 25 条に基づく「最
低限の救貧施策」と「限定的な公的支援」が用意
されてはいる。しかし、全体を貫く思想は「私有
財産自己責任の原則」だ。
支援の仕方は、応急仮設住宅などモノを提供す
る現物給付主義と、災害ごと・被災地ごとに支援
のさじ加減を変える特例主義。日本がまだ若く、
国民のストックも乏しかった戦後間もないころな
らまだしも、成熟・高齢化時代の支援策としては
あまりに貧しい対応といわざるをえない。
2004 年 3 月末、第 159 回通常国会で成立した
「居住安定支援制度」（被災者生活再建支援法の一
部改正案）は、自然災害で住宅が全壊した世帯に
最高 200 万円を支給するという、「現金による私
有財産への支援」に一歩踏み込んだエポックメー
キングな法律となった。
住宅本体への支援は見送られたが、生活再建支
援も含めると給付額は最高 300 万円になる。「耐
震化至上主義」の学者が「危険がある家に住んで
いて、つぶれたら 300 万もらって建て直すことを
奨励する悪法だ」とかみついたのも、思考の底流
に、依然として「私有財産自己責任」のドグマ（教
理）が巣くっているからに違いない。
災害は意地悪だ。備えを上回る外力で攻めてく
る。思いも寄らぬ弱みにつけ込んでもくる。被害
を完全になくすことなど不可能なのだ。風水害や
竜巻もある。耐震化が無意味というわけではな
い。しかし、「耐震化」だけですべての災害が防
げるわけではないのだ。なのに「防災派」は、本
来なら手を組むべき「復興」（被災者支援を軸と
する）をなぜ二項対立の対局に据えようとするの
災害復興基本法の制定を
この国のありようを問う「復興」の視点
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だろうか。その思想潮流の源流を探り、その法理
を乗り越えることが、私たちがいずれ世に問いた
いと考えている復興基本法提唱のための地平を切
り開く第一歩となるような気がしている。
国土面積が世界の 0.25％に過ぎない島国に、
世界で発生するマグニチュード 6 以上の地震が
20.5％も集中して起きている。活火山の数は世界
全体の 7.1％、台風の上陸数は年平均 3 個以上と
いう。この災害列島に復興を体系的に扱う法シス
テムがないこと自体、不思議なことだ。
地震多発期を迎えているという。地球温暖化や
都市の不透水化・中山間地の保水能力の低下など
で局地的な集中豪雨や水害も増加している。とこ
ろが、迎え撃つ日本社会は高齢化や、バブル崩壊
後の景気の低迷、国・自治体の財政難で、著しく
脆弱な社会構造となっている。
被災者支援をめぐっては、1995 年の阪神・淡
路大震災以降、住宅再建に対する公的支援の是非
が常に議論の中心にあった。
国が個人に公金を出すのは国家賠償と損失補
填、それに社会政策の三つのケースに限られる。
自然災害に国の責任はない。ゆえに、住宅再建支
援は社会政策だ。社会政策である以上、他の政策
とのバランスがある。住まい再建が、死亡者への
給付額 500 万円（災害弔慰金法）を上回ることは
著しくバランスを欠く。再建支援がばらまきでは
ない以上、所得・年齢制限は当然だ。
延々と果てしなく続く神学論争をよそに、居住
安定支援制度に対する都道府県の「上乗せ」「横
出し」支援は、一時的・恒久的制度を合わせる
と、承知しているだけで、すでに 21 都府県を数
える。福岡市や北海道平取町など市区町村も含め
れば相当数にのぼるはずだ。鳥取県の片
かた
山
やま
善
よし
博
ひろ
知事が全壊世帯に最高 300 万円を支給するといっ
て大騒動となった鳥取県西部地震（2000 年 10 月）
のときから考えると隔世の感がある。
支援の「上乗せ」は、文字どおり支援金の増額。
「横出し」は、所得・年齢・地域的な制限を取り
払い、支援対象をできうる限り、被災地域全体に
拡大しようという狙いだ。「橋や道路はインフラ
だから、直しましょう。だけど、人はいなくなり
ました、ではしゃれにもならない」と言い切った
片山知事のコミュニティ防衛論が「私有財産自己
責任」の呪
じゅ
縛
ばく
を解き放った、といえるだろう。
ところが、である。「中山間地のコミュニティ
維持に公的支援することは了解しよう。しかし、
同じ支援を都市部にまでするのはバラマキだ。全
国一律に扱えない以上、法にはなじまない」と、
行政法学者はたちまち批判の声をあげる。地域の
過疎化防止に公金を投じるのは自治体の裁量権、
お好きにしてもらっていい。しかし、都市部の被
災者に一律、公的支援するのは筋が違うだろう。
とても国の法律にはなじまないというのである。
新潟県中越地震（2004 年 10 月）で全村避難と
なった旧山古志村（長岡市）の再建についても、
「長岡市にニュータウンを建設して移住しても
らった方が効率的だ。通勤農業をしてもらえばい
いでしょう」と、横やりが入る。
福岡県西方沖地震で集落のほとんどが地盤災害
で被災した玄界島復興検討委員会委員長の福岡
市漁協幹部をインタビューしたとき、「ほかの地
域の災害復興に役立てられるのなら、お話ししま
しょう。しかし、島の復興計画に口ははさまない
でいただきたい」と、やんわり釘を差された。地
域を守るためにはむべなるかな、と感じ入った記
憶がある。
玄界島には民俗学的にも注目される「ガンギ段」
という集落を貫く階段がある。島の南斜面に立ち
並ぶ約 140 戸の住宅の間を縫って上へ上へと伸び
る。集落には車の通れる道路がないとあって、家
の新改築の際には島民総出で、建築資材を担ぎ、
このガンギ段を上り下りするのだという。コミュ
ニティの結束力は都市住民が考えるような形而上
学的なものではなく、日々の生活の中で磨かれて
いるのだ。
「島へ帰ったら、買いもしていないのにどこか
らか魚が出てきて、食卓に載っている。ぜいたく
をいわなければ食っていくのに苦労することはな
い」。この 2 月、4 年半ぶりに帰村を果たした東
京都・三宅村の平
ひら
野
の
祐
すけ
康
やす
村長は役場でにこやか
に笑った。島民同士の「お裾分け経済」が円滑な
コミュニティを築いているというのだ。
旧山古志村の支援にあたっている NPO「中越
復興市民会議」の稲
いな
垣
がき
文
ふみ
彦
ひこ
事務局長も「お年寄
りは村の方が便利だというんですよ」と話す。長
岡の仮設住宅にいる限り米や野菜を手に入れるに
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も現金がいる。しかし、村にいれば裏山で山菜を
採り、近くの畑で野菜を手に入れる。わずかな年
金でも生活するのに支障はないというのだ。
鳥取県西部地震で県・町から公的支援を受け、
今も補修した家で一人暮らす日野町の老人は 80
歳近いというのに「班長をまかされておりますの
で、家を離れられません」と顔を引き締めた。
個人が地域社会を守り、地域が個人を支える。
なにも中山間地だけのことではない。阪神・淡路
大震災では、住まいを失ったお年寄りや低所得層
の多くが、応急仮設住宅─災害復興公営住宅
というワンウエーをたどった。結果、災害復興公
営住宅の高齢化率（65 歳以上）は 41.8％（2002
年 12 月末現在・兵庫県調べ）と全国高齢化率
を 25 ポイント近くも上回る。居住地から仮設住
宅、仮設から復興住宅への転居が二度にわたって
近隣関係をリセットすることになり、孤独死やア
ルコール依存症、痴ほうの増加を招いたとの指摘
は、幾度も紹介済みだ。旧来の下町なら、手押し
車を押したおばあちゃんに魚屋さんがイワシをお
まけにつけたり、ちょっとした家の修理なら隣の
おやじさんが引き受けたりして、「貧しさ」や「弱
さ」を地域社会で吸収してきた。
どうやら、被災者支援のカギは地域社会の維
持・防衛にあるようだ。新潟県中越地震の被災地
では「復興特区」をつくってはどうか、との提案
がある。コミュニティの復興とは、単に都市計画
的に街区を整備することではない。助け合い、き
ずな、団
だん
欒
らん
、仕事、友情……。人間の営みが有機
的に絡み合う集合体を再構築することだ。
だから、支援は住宅再建、生活再建、生業再建
の三位一体で進められなければならない。地方自
治法は「公益上必要がある場合は補助することが
できる」と定めている。大災害は地域防衛の観点
から、規模の小さい災害は個人の防貧支援という
二段階の制度設計が必要かもしれない。
横出し支援の意味するところはもう一つ。支援
の手を中間所得者層にも差し伸べようとの発想
だ。地域を守るためには担税能力のある人たちを
負のスパイラルに巻き込んではいけない。阪神・
淡路大震災では二重ローンに追い込まれた被災者
が社会問題となったことは、ルポライター島本慈
子著の『倒壊』で知られる。もちろん、自然災害
などではびくともしない富裕層まで援助する必要
はない。そのラインをどこで引くかだ。関西学院
大学教授・髙
こう
坂
さか
健
けん
次
じ
の「総資産 5000 万円の壁」は、
そういう意味で十分、検討に値する提案だ。
財源探しも大切だ。財政難の時節柄、公的支援
だけに頼ることは無理があるだろう。1995 年の
阪神・淡路大震災までは、被災者の生活再建に義
援金が大きな役割を果たしていた。一世帯あたり
の平均配分額は、1990 年の雲仙・普賢岳噴火災
害で 1000 万円、1993 年の北海道南西沖地震（奥
尻島津波災害）では 1350 万円に達した。だが、
阪神・淡路大震災では、雲仙の約 8 倍、奥尻の約
7 倍にものぼる約 1800 億円の義援金が集まった
が、被災世帯がケタ違いに多かったため、一世帯
あたりの配分額は平均 40 万円に過ぎなかった。
有力な考え方の一つに、災害ファンドがある。
雲仙・普賢岳噴火災害では「雲仙岳災害対策基
金」、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震でも「復
興基金」が創設された。このファンドを全国的な
ものしようとの発想だ。阪神・淡路大震災五年の
際に兵庫県が実施した総合検証事業では、特別交
付税の一部をファンドに積み立てる、との提案が
あった。宝くじ、公営ギャンブル、赤い羽根募金
などに財源を求めることを考えてもいいだろう。
1783（天明 3）年の浅間山大噴火では、富農が
泥流被害の村落再建に大きな力を発揮した。1999
年の台湾大地震では仏教団体・慈済功徳会や地元
企業が仮設住宅街を建設するなど驚くほどの被災
地支援に力を発揮している。企業、宗教団体から
の協力を組織化する道も考えられてよいのではな
いか、と考える。
さりながら、復興支援は法制度の設計だけでは
済まないような気がしている。今年 8 月、旧山古
志村の仮設住宅街を訪ねたとき、「郵政民営化に
は反対だ。村の金融機関は郵便局。なくなったら
村の衰退につながる」という多くの声を聞いた。
国内景気の回復には「勝ち組」と「負け組」の
二極分化が解消されないまま進んでいるという。
都市再生法でますます肥大化する大都市と合併特
例法で再編成される中小市町村、少数の正社員と
大量の非正規従業員。ネオリベラリズムが横行す
る日本列島は、ますます危険な災害列島になって
いるとしか思えない。
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長周期の海溝型地震は、超高層マンションを
大きく揺らす。都市圏に 50 万基といわれるエレ
ベーターは一斉に停止するだろう。運転再開には
資格を持った業者の点検が必要だ。だが、果たし
て全機の点検を終えるのにどれだけの時間がかか
るだろう。郊外の一戸建てから移り住んだお年寄
りたちは「高層難民」として上層階に取り残され
ることになる。
400 万人とも 600 万人ともいわれる帰宅困難者
は頭上から降ってくるガラスや看板、掲示物で多
くが傷つくことになるだろう。そして、被災企業
から真っ先に解雇されるのは非正規従業員だ。
一方、耕作放棄、林業の不振による風倒木の増
加などで河川の上流域は保水能力を失い、アス
ファルトやコンクリートで固められた都市は排水
能力を低下させ、随所で内水氾
はん
濫
らん
を発生させる。
避難のための車を持たず、低湿地に住む貧困層
に被害が集中したアメリカのハリケーン「カト
リーナ」の猛威は、あすの日本を暗示しているよ
うだ。
阪神・淡路大震災では「創造的復興」、新潟県
中越地震では「創造的復旧」が旗印として掲げら
れた。為政者の意図は知らない。だが、震災以前
より、よい地域社会をつくることが復興の要諦で
あることには異論がない。ただ、それはあくまで
被災者の再起・再生を中心に据えたものでありた
い。
長岡市山古志地域復興推進室長の青木勝が、帰
村後の地域起こしに都市部からリタイアした団塊
の世代を誘致したい、とのアイデアを披露してい
る。高齢化時代における都市と中山間地の融合。
復興は単なる災害対応ではないのだ。
阪神・淡路大震災 10 年を期して、今年 1 月 17
日、関西学院大学に災害復興制度研究所が開設さ
れた。「防災」をうたう研究機関は全国にあまた
存在するが、「復興」をうたった研究所は、おそ
らく全国初。それもハードな社会基盤の復興では
なく、被災者の生活再建に照準を合わせた「人間
復興」の社会・法システムの構築をめざす社会科
学系の研究所だ。
研究は「all-round」ではなく、「strategic（戦
略的に）」に進める。「strategic」とは、公共工事
を中心にした社会基盤の復旧・復興や資金力のあ
る大企業の再建まで視野に捉えるのではなく、あ
くまで「人間復興」をキーワードに被災者個々が
被災から再生できる社会システム・法体系の研究
に照準を絞るということだ。
各被災地の被災体験の共有化を図り、復興思想
として昇華させる「反応釜」としての役割を果た
すことも大きな仕事だ。シンポジウムやワーク
ショップ、さらにはメーリングリスト、会報など
のツールを駆使して、全国に散らばる被災地をつ
ないでいきたい。いわばバーチャルな「被災地会
議」を主宰することによって、被災の知恵を伝達
し、制度・システムとして磨き上げ、再起への「助
け合いネットワーク」を災害列島に構築すること
をめざす。
そのために、復旧・復興に向けての理念と具体
的な手だての数々を「知恵の蔵」として蓄積し、
被災者支援に取り組む各地、各界の人たちの存在
を「志のアーカイブ」として紹介する。
人間の生活再建は、再生でなければならない。
「再生的復興」とでもいおうか。被災で何かを失っ
ても、改めて生きる目標が与えられる。そんな支
援システムを構築したい。
今世紀半ばまでに東海・東南海・南海地震とい
う広域巨大地震の発生が予測されている。私たち
は、そのハルマゲドンの日までに救済の知恵を世
に問わなければならない。それが、6400 余とい
うおびただしい墓標の上に、10 年の歳月を刻ん
できた阪神・淡路大震災の被災地の責務と考える
からだ。
［雑誌「世界」2005 年 12月号］
